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１ 投資財政計画 収支計画策定の条件の考え方について

項 目 将来設定条件

１ 収益的収入

営業収益

使用料収入
・年間有収水量×使用料単価
・使用料単価は令和5（2023）年度実績「119.71円」を固定値とする

他会計負担金
・雨水処理に要する経費として繰出基準に基づく

・区域外排水維持管理負担金を見込む

営業外収益

他会計負担金 ・繰出基準に基づく

他会計補助金
・基準外繰入として資本費の不足分とする

・繰越欠損金を計画期間内での解消を見込む

長期前受金戻入
・既取得済資産については戻入予定額
・新規取得資産については特定財源に基づき算出

２ 収益的支出

営業費用

人件費
・令和6（2024）年度予算額をもとに賃金上昇率を加味し計画
出典:内閣府中長期の経済財政に関する試算より
・職員数は現状維持による計画

動力費 ・令和6（2024）年度予算をもとに年間処理水量変動率及び物価上昇率を加味

光熱水費・委託料・修繕費 ・令和6（2024）年度予算額をもとに物価上昇率を加味

減価償却費等
・現況資産は予定額
・新規取得資産は建築改良費に基づき算出
・耐用年数は、管渠50年、流域建設負担金35年にて算定

営業外費用 支払利息
・既往債は償還予定表に基づく
・新規債は元金均等返済、金利は財務省貸付金利（令和6年9月）を採用
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１ 投資財政計画 収支計画策定の条件の考え方について

項 目 将来設定条件

３ 資本的収入

企業債
・流域下水道建設負担金の財源とする
・管渠更新工事の財源とする

一般会計負担金
・（基準内繰入）繰出基準に基づく試算による

・（基準外繰入）都市計画税を財源とする企業債元金償還金分の繰入

国庫補助金
・建設改良費の財源として補助事業費の50％とする

・汚水管渠更新工事を補助事業とする

４ 資本的支出

建設改良費

・水洗化促進による公共ます設置工事の見込み
・老朽化対策による汚水管渠更新工事の見込み
・浸水対策による雨水路改築工事の見込み

・流域下水道建設負担金の見込み

企業債償還金
・既往債は償還予定額
・新規債は起債に対し期間30年、据置5年、元金均等返済として算出
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２ 投資財政計画 収益的収支の見通し

収益的収入としては、下水道使用料収入、他会計補助金負担金に
加えて、償却資産の財源とした補助金等を、減価償却費に併せて
収益化する長期前受金戻入があります。

収益的収入は、減価償却費の減少に併せて長期前受金戻入が減少
します。また、人口減少に伴い使用料収入が徐々に減少となる見
通しです。



4

２ 投資財政計画 収益的収支の見通し

収益的支出としては、職員給与費、動力費や修繕費等の経費、支払利息
のほかに、減価償却費等があります。

減価償却費が令和7(2025)年度の477百万円から、資産の老朽化に伴い減
少し、令和16（2034）年度には約6割の278百万円となる見込みです。
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３ 投資財政計画 資本的収支の見通し

資本的収入としては、国県等補助金、企業債、受益者負担金及び一般会
計負担金があり、建設改良費や元金償還金の財源を見込んでいます。

一般会計負担金は、雨水改築工事へ充てる繰入金や、都市計画税を財源
とした企業債の償還に充てるための繰入金を見込んでいます。
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３ 投資財政計画 資本的収支の見通し

資本的支出は、投資計画において見込んだ建設改良費の他に企業債の元
金償還金があります。元金償還金は償還が進むに伴い減少します。



7

４ 投資財政計画 経営指標の見通し

経常収支比率は、当該年度において使用料収入や一般会計からの繰入金
等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを
表す指標です。

100％以上を維持する見込みとなります。ただし、収益の不足分は一般会
計からの繰入金で賄っていることに留意が必要です。

経常収益÷経常費用×100
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４ 投資財政計画 経営指標の見通し

企業債残高事業規模比率は、営業収益（使用料収入など）に対する企業
債残高の割合であり、企業債残高の規模を示す指標です。

営業収益（使用料収入など）は減少する見通しですが、それ以上に企業
債残高は減少するため、企業債残高対事業規模比率は下がる見通しです。

（企業債現在高－一般会計負担額）÷（営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金）×100
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４ 投資財政計画 経営指標の見通し

経費回収率は、使用料で回収すべき経費を、どの程度賄えているかを表
した指標です。

汚水処理費は緩やかに減少しますが、使用料収入も減収の見通しのため、
79％台を維持する見通しとなります。

使用料収入÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100
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４ 投資財政計画 経営指標の見通し

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合いを示します。

施設の見通しに示した通り、令和16（2034）年度では汚水管渠の37%が耐
用年数の50年を経過し、施設全体の減価償却率は80.04％まで上昇する見通
しです。

有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100
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４ 投資財政計画 経営指標の見通し

一般会計繰入金は、公費で負担すべき「基準内繰入」と、本来であれば下水
道使用料等の自己財源で負担すべき「基準外繰入」があります。毎年3千万
円以上の基準外繰入金が必要となる見通しです。
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5 投資財政計画 経営指標の目標値

現行の下水道使用料体系による経営指標等の目標値は、下記に示す通りです。
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5 投資財政計画 （現行の料金体系による計画）
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5 投資財政計画 （現行の料金体系による計画）
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6 下水道使用料適正化財政シミュレーション

汚水処理原価の算定の期間を、令和9（2027）年度～13（2031）年度の5年
間に設定し算定すると、年換算した収支不足額は3千3百万円となり、対象経
費に対する使用料収入（現行使用料）の割合は79.8％であり、20.2％の使用
料収入が不足している状況となります。

投資・財政計画においては、営業外収益として一般会計繰入金により収支均
衡を維持していますが、この収支不足額を使用料改定で解消し適正な使用料
とする場合、改定率25％の使用料改定が必要となります。

現行使用料 120円／m3 → 150円／m3

20.2%

79.8%

汚水処理費の内訳
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6 下水道使用料適正化財政シミュレーション

使用料改定を行った場合の下水道使用料の見通し

不足分を使用料改定で解消した場合のシミュレーションを示します。現状の
使用料体系を維持した場合、令和16（2034）年度における使用料収入は約1
億1千8百万円となる見通しとなります。これに対し使用料改定を行った場合
では3千万円増加の1億4千8百万円となる見通しです。
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6 下水道使用料適正化財政シミュレーション

使用料改定を行った場合の基準外繰入金の見通し

使用料の増加分は、収支の不足分を賄っていた一般会計繰入金を減らすこと
ができます。

令和9（2027）年度以降の基準外繰入金は、都市計画税を財源とした企業債
の償還に充てるための繰入金となります。
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7 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

（1）モニタリング
進捗の確認及び財政状況の確認を毎年度実施します。

（1）ローリング
計画期間の内のおおむね5年ごとに本経営戦略の見直し（ローリング）を

行うものとします。見直しにあたっては、モニタリングを踏まえて、収支計
画の計画値と実績の乖離状況について検証のうえ、投資計画をはじめ各支出
項目を全体的に見直し、その財源確保策など、必要な改善策を検討します。


